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総則 （目的・位置付け・必要性・観光危機とは） 
【計画策定の目的】 

観光産業に負の影響を与える災害や事故等の発生時において、土地に馴染みがなく、避難方法等も

分からない観光客への対応や情報収集を迅速かつ適切に行うため、観光危機管理体制を構築するとと

もに災害後における観光産業への早期回復支援等を検討しておくことにより、観光客や観光関連事業

所の被害を最小限に抑え、快適かつ安全に安心して過ごせる観光地の形成を図り、ひいては観光産業

の持続的発展へ繋げることを目的とします。 

 
 

【うるま市観光危機管理計画の位置付け】 

 本計画では既存計画で定められている防災対策等を踏まえて、本市の観光分野に係る役割を明確化

します。 
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【うるま市観光危機管理計画の必要性】 
  

本市では、「うるま市地域防災計画」及び「うるま市新型インフルエンザ等対策行動計画」等を策定

しており、有事の際は当該計画に合わせた行動が実行されます。 

しかし、既存の各計画の主な対象は地域住民であるため、次に示す観点から観光客の特性に合わせ

た計画を策定する必要があります。 

 

 

 

 

【「観光危機」と「観光危機管理」とは】 

 

 
 

 

 

 

 

1．観光客は地域情報を十分に認知していない可能性があり、災害発生時にどの方向に逃げるべきかわかり

ません。市内にいる多数の観光客の避難誘導が必要となります。 

2．災害発生時、観光客の安全を守るための連絡体制を構築する必要があります。 

3．道路や港湾周辺が被災した場合、市内(島内)に観光客が滞留することも予想されます。観光客を安全に

早期帰宅させる必要があります。 

4．観光に与える危機は自然災害だけではありません。 

5．観光危機が発生した際、観光復興への対応が早期から必要です。 

6．風評被害への対応が必要です。 

7．観光危機発生時における観光客対応がうるま市観光、沖縄観光のイメージとなります。 

「観光危機」とは 

 台風、地震、津波、航空機・船舶事故、石油コンビナート災害、感染症等の災害・事故等の発生

により、本市に訪れている観光客や市内の観光産業に甚大な被害をもたらし、その発生から対応ま

で限られた時間と不確実な状況下で意思決定をしなければならない危機や風評被害等をいいます。 

風評被害については、被害の実態が無い、又は被害が小さく市内への影響が無かったにも関わら

ず、本市又は沖縄県全体が甚大な被害を受けているような情報が錯綜し、観光客の減少等が考えら

れる場合も含みます。 

「観光危機管理」とは 

 本市に訪れている観光客や市内の観光産業に甚大な被害をもたらす観光危機を予め想定し、被害

を最小化するための減災対策、観光危機発生時における観光客への情報発信、避難誘導・安全確保、

帰宅困難者対策等の迅速な対応、観光危機後の風評被害対策、観光産業の早期復興・事業継続支援

等を組織的かつ計画的に行うことをいいます。 
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本市における観光危機の想定 

本計画において観光危機とは、本市の観光に直接的・間接的（風評被害を含む）に影響を与えると

考えられる災害・危機をいい、以下に示す５つの災害・危機を想定しています。 

 

観 光 危 機 事 例 想定される被害状況 

自然災害・危機 
地震、津波、 
台風や大雨による洪水・高潮・土砂災害・風害、 
自然災害による大規模停電 等 

津波による行方不明者が多数発生し、
海中道路が寸断されます。 

人為災害・危機 

大規模火災、石油コンビナート災害、 
大規模交通事故、広範囲な通信障害、 
風評被害、原子力災害、不発弾事故、 
武力攻撃やテロ 等 

ガスタンクの爆発・火災により、周辺にい
た観光客も爆風圧の影響を受けます。 

健康危機 
大規模食中毒、新型インフルエンザ等感染症（新
型コロナウイルス感染症含む）、 
有毒生物等の異常発生、豚コレラ 等 

市内で新型インフルエンザ等感染症の
患者が確認され、うるま市への旅行自
粛が相次ぎます。 

環境危機 
大気汚染、海洋汚染、 
海底火山噴火による軽石大量漂着・漂流 等 

海洋事故による重油流出により、重油
が漂着し、マリンレジャーが長期休業し
ます。 

市外・県外で 
発生した災害・危機 

市外・県外で発生した自然災害、 
主要拠点発着航空便の長期運航休止・減便 等 

主要拠点発着航空便が長期運航休止
し、うるま市を訪れるインバウンドがゼロに
なります。 

 

 

 

本市における観光危機管理上の課題 
 

  

■本市の観光資源・集客施設は、市内全域に点在するとともに、各地域での集客を伴うイベントも数

多くあることや中城湾港へのクルーズ船の寄港も想定され、また、修学旅行の受入も多いことから

大規模災害発生時には観光関連事業者が中心となり、観光客の所在把握・情報収集を円滑に実施す

ることが必要です。 

■本市の主要な観光資源・施設である世界遺産勝連城跡や海中道路あやはし館等では、大規模地震の

発生により施設自体が損壊する可能性があり、観光客の安全確保が求められます。また、指定緊急

避難場所等から離れている観光施設は、避難先や避難方法等の事前設定が望まれます。 

■離島を含む沿岸部は、津波の浸水により建物倒壊、道路不通、火災、大規模停電、孤立等が発生す

ることが予想されることから、避難先、医薬品を含む備蓄物資等の確保が必要です。 

■観光客が帰宅困難者となる可能性は非常に高く、離島から本島、本市から那覇空港等への移送手段

の確保が必要です。 

■指定避難所では、市民と観光客の利用スペースを区分する等、指定避難所のキャパシティを考慮し

た円滑な避難所運営が求められます。また、外国人観光客とのコミュニケーションが困難となるこ

とが予想されるため、多言語対応が必要です。 
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観光危機管理対策（4R）のイメージ 

【平常時の減災対策（Reduction）】 

基本方針と取り組むべき対応 
 

観光危機管理は危機発生後の対応だけではなく、平常時から行う「平常時の減災対策（Reduction）」、

「危機対応への準備（Readiness）」、危機が発生した際の「危機への対応（Response）」、危機が収束

した後の「危機からの回復（Recovery）」の 4 段階（4R）があり、時間の経過と共にとるべき対応が

異なります。各段階における基本方針は、以下の通りです。 

 

【４つの基本方針と取り組むべき対応】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観光客や観光産業に甚大な被害をもたらす観光危機を予め想定し、観光危機による影響を低減する

ため、危機に強い魅力ある安全・安心・快適な観光地づくりや、避難誘導標識等による安全対策の充

実・強化、観光危機管理知識等の普及・啓発等の施策を推進します。 

 

 

  

(1)情報伝達体制の整備や安全・安心快適な観光地づくり 

 ①観光危機情報を迅速かつ確実に発信する伝達体制の整備 

 ②避難場所・避難経路や避難誘導標識等の整備 

 ③観光施設等の耐震化促進 

(2)避難誘導標識、海抜表示、安全マップの設置促進等による安全対策の充実・強化 

(3)観光危機管理対策に関する知識等の普及・啓発 
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【危機対応への準備（Readiness）】 

【危機への対応（Response）】 

 

 

観光危機発生時における対策等を予め検討し、観光産業への影響の低減を図る計画・対応マニュア

ル等の策定、危機対応・避難誘導訓練の実施、観光客や観光関連事業者に観光危機情報等を提供する

体制強化、要支援観光客への情報発信、観光客にも配慮した避難施設、資機材、食料・飲料水等の備

蓄の充実・強化等の施策を推進します。 

 

 

 

観光危機発生時、観光客及び観光施設への避難情報の伝達及び避難誘導、避難収容、帰宅困難者対

策、被災した観光客の家族や関係者への対応等の施策を推進します。 

 

(1)計画・対応マニュアル 等の策定、危機対応・避難誘導訓練の継続的な実施 

 ①観光危機管理計画の継続的な見直し 

 ②対応マニュアル、業務継続計画の策定促進 

 ③観光施設等における危機対応・避難誘導訓練の継続的な実施 

(2)観光客や観光関連事業者に観光危機情報等を提供する体制強化 

 ①伝達体制の充実・強化 

 ②要支援観光客にも配慮した効果的な伝達内容の整備 

 ③伝達手段の多様化・多重化 

 ④非常用通信手段の活用 

(3)要支援観光客への情報発信 

 ①要支援観光客への情報発信ツール等の整備 

 ②外国人観光客への情報発信 

(4)観光客にも配慮した避難施設、資機材、食料・飲料水等の備蓄の充実・強化 

 ①観光客が安全に避難できる避難施設の充実・強化 

 ②資機材の備蓄 

 ③食料・飲料水等の備蓄 

(1)避難情報の伝達及び避難誘導 

(2)観光客等の避難収容 

 ①収容場所の確保 

 ②安否確認 

 ③飲料水・食料等の供給 

(3)帰宅困難者対策 

 ①情報の提供 

 ②帰宅困難者対策 

(4)被災した観光客の家族や関係者への対応 

(5)観光危機対応に関する関係機関や市民の合成形成、クライシス・コミュニケーションの推進 
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【危機からの回復（Recovery）】  

 

観光危機後の観光産業の早期復興・事業継続支援体制の設置、施策等の企画・実施、プロモーショ

ン活動等の実施、風評被害対策、緊急融資支援や雇用継続支援の実施等の施策を推進します。 

 
 

 

観光危機管理体制 

【観光危機管理体制の考え方】 

観光危機が発生した又は観光危機が発生すると考えられる場合、観光危機管理に係る体制を市内に

設置する必要があります。危機の種類や段階により体制は変化するため、以下の考え方により各関係

者による観光危機管理体制を設置します。 

 

（１）本市の体制 

 災害等の発生に対し、本市の体制として、「うるま市地域防災計画」や「新型インフルエンザ等対策行

動計画」等の既存計画による対策本部等が設置された場合は、当該既存計画に基づく体制内での観光関連

部署の役割として、観光危機管理に関する対応を経済対策部が行うものとします。 

一方、市外・県外で発生した観光危機や風評被害等、既存計画による対策本部等が設置されていない場

合は、本計画で定める観光危機管理体制を経済産業部に設置します。 

同様に自然災害等への対応が収束し、既存計画による体制が解除され、観光産業にとって回復の段階と

なった場合も、本計画で定めるところの体制を設置し、対応にあたるものとします。 
 

（２）観光関連団体及び観光関連事業者の体制 

 市内の観光関連団体（うるま市商工会、うるま市観光物産協会）、観光関連事業者は、津波浸水想定区

域の確認や避難場所、避難経路の把握等、日頃から観光危機への意識を持ち、観光危機に対応できる体制

を構築します。 
 

（３）県・国及び近隣市町村との連携 

 観光危機管理において、各種情報の収集や帰宅困難者への対応等、国・県及び近隣市町村との連携が必

要となります。 

沖縄県観光危機管理基本計画には、県、市町村、沖縄観光コンベンションビューロー（OCVB）、観光関

連団体、観光関連事業者の役割が示されており、平常時より関連する機関との連絡体制を確保し、観光危

機発生時に円滑な連携が取れるよう準備します。 

 

(1)観光危機後の観光誘客及び観光産業の早期復興・事業継続に向けた体制の設置 

(2)観光産業の早期復興を図る施策等の企画・実施 

(3)観光危機後の観光産業の早期復興に向けたプロモーション活動等の実施 

(4)観光危機後の国内外への戦略的な情報発信等による風評被害対策 

(5)観光産業の早期復興・事業継続を図る緊急融資支援等の実施 

(6)観光危機により甚大な影響を受けた観光産業の雇用継続支援の実施 

(7)観光産業の復興に向けた域内需要喚起策等の実施 
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【うるま市観光危機管理体制】 

 

 

 

【フェーズごとの行動手順】 

危機への対応時/地震・津波を想定した場合 
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計画の効果的な実現 
 

計画の効果的な実現に向けては、平常時からの定期的な訓練、勉強会の実施による実際の観光危機

対応等を踏まえて、観光危機管理に係る対応の実効性を検証し、迅速かつ的確な対応ができるように

継続的な取組の実施、その都度計画の見直しを行う必要があります。  

又、庁内関係各課、県、OCVB、観光関連団体等の計画との整合性を図る必要がある場合にも本計

画の見直しを行い、観光振興課を主体として防災担当課（危機管理課）と協議を図りながら、うるま

市観光危機管理体制の充実・強化を図っていきます。 

 

 

 

★安全マップ、対応マニュアルの作成について 

「うるま市観光危機管理計画」の策定とあわせて、多言語対応の安全マップと市内観光関連事業者

向けの対応マニュアル雛形を作成しました。 

 

うるま市 経済部 観光振興課 

〒904-2292 沖縄県うるま市みどり町一丁目 1番 1号 

電話：098-923-7612 FAX：098-923-7623 


